
人 口
世 帯 数
面 積

（令和元年１０月３１日現在）

単位：百万円 単位：百万円

予　算　額 収入済額 収入割合 支出済額 支出割合

25,637 11,695 45.6% 11,665 45.5%
138 17 12.3% 59 42.8%

7,408 2,017 27.2% 2,827 38.2%
19 13 68.4% 14 73.7%

945 0 0.0% 896 94.8%
5 2 40.0% 2 40.0%

27,925 14,939 53.5% 13,035 46.7%
3,701 1,328 35.9% 1,172 31.7%

単位：百万円

95,012

264

31,246

6

294

22

19,071

48

13,224

単位：百万円 159,187

収入 支出 収入 支出
単位：百万円

借入額

単位：百万円

予算額 収入済額 収入割合 予算額 支出済額 支出割合 予算額 収入済額 収入割合 予算額 支出済額 支出割合

571 278 48.7% 598 231 38.6% 39 19 48.7% 148 38 25.7%
206 102 49.5% 191 26 13.6% ─ ─ ─ 54 7 13.0%

5,434 2,462 45.3% 5,138 1,109 21.6% 1,297 175 13.5% 4,605 1,251 27.2%
675 489 72.4% 691 293 42.4% 0 0 0% 18 9 50.0%

11,009 5,352 48.6% 10,992 4,389 39.9% 811 294 36.3% 1,208 553 45.8%

1,567

単位：百万円（）内は構成比

商業観光施設事業
水 道 事 業
旅客自動車運送事業

市 民 病 院 事 業

単位：百万円（）内は構成比

中央卸売市場事業

会　　　計市 民 病 院 事 業 10,684 10,504 1,233

旅客自動車運送
事 業

637 657 1 20
企　業　会　計　の　予　算　と　収　支　の　状　況

収益的収入 収益的支出 資本的収入 資本的支出

水 道 事 業 5,080 4,385 748 2,845

710
商 業 観 光 施 設
事 業

219 174 ─ 15 商 業 観 光 施 設 事 業

単位：百万円（）内は構成比 中 央 卸 売 市 場 事 業

商 業 観 光 施 設 事 業

水 道 事 業

会   計

市 民 病 院 事 業

合 計

企業会計の決算

会計名
収益的収支 資本的収支

中 央 卸 売 市 場
事 業

499 537 38 110

旅 客 自 動 車 運 送 事 業

市債現在高
一 般 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,702 3,550
食 肉 セ ン タ ー 事 業

下 水 道 事 業

住宅新築資金等貸付事業

下 水 道 事 業 6,662 6,349
介 護 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 7 7

介 護 保 険 事 業 26,128 25,229

奨 学 事 業 21 17

土 地 取 得 事 業 1,008 1,008

国 民 健 康 保 険 事 業 25,006 24,510
下 水 道 事 業

奨 学 事 業

食 肉 セ ン タ ー 事 業 125 125
土 地 取 得 事 業

住宅新築資金等貸付事業

　　　　　　　　　　　　　　　徳島市公告第２０４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の
３第１項及び地方公営企業法（昭和２７年法律第
２９２号）第４０条の２の規定により、本市の財政事
情及び企業の業務状況を次のとおり公表します。
　　　令和元年１２月２日
　　　　　　　　　　　　　　　徳島市長　　遠藤　彰良

253,010人
120,013世帯
191.39k㎡

特別会計の決算
特別会計の予算と収支の状況

会　　　　計

会　計　名 歳入 歳出
国 民 健 康 保 険 事 業

食 肉 セ ン タ ー 事 業

平 成 ３ ０ 年 度 決 算 の 状 況

一 般 会 計 特 別 会 計

市税 41,187

（42.9%）

諸収入

1,827 （1.9%）

使用料及び手数料

1,627（1.7%）

自主財源その他

2,112（2.1%）

国庫支出金

18,636（19.4%）

市債

8,966（9.4%）

地方交付税

8,293（8.6%）

県支出金

7,115（7.4%）

依存財源その他

6,438 （6.6%）

依存財源
（国や県からの交付金、借

入金）

＜国庫支出金＞

国からの補助負担金など

＜市債＞

国や金融機関から借り入れ

る資金

＜地方交付税＞

国から交付される使途を制

限しない交付金

＜県支出金＞

県からの補助負担金など

＜その他＞

地方譲与税、地方消費税交

付金、地方特例交付金など

自主財源
（市が自主的に収入するこ

とができる財源）

＜市税＞

市民税、固定資産税、軽

自動車税、たばこ税、都市

計画税など

＜諸収入＞

延滞金や預金利子など

＜使用料及び手数料＞

施設使用料や発行手数料

など

＜その他＞

繰入金、分担金及び負担

金、寄付金、財産収入など

企 業 会 計

民生費 45,233

（47.4%）

土木費
9,515

（10.0%）

衛生費

9,141（9.6%）

教育費

8,922（9.3%）

総務費

7,694（8.1%）

公債費

8,720（9.1%）

消防費

2,736（2.9%）
その他

3,496（3.6%）目的別歳出の内訳
（行政目的別の分類）

＜民生費＞

生活保護、高齢者や障害者などの福祉事業や保

育所の運営など

＜土木費＞

道路や公園の整備、維持管理など

＜衛生費＞

ごみ・し尿の処理や健診事業など

＜教育費＞

小・中学校の施設整備や運営など

＜公債費＞

借入金の返済

＜総務費＞

市役所の管理経費やコミュニティ振興、戸籍、住

民票の発行など

＜消防費＞

消防の活動、施設の整備など

＜その他＞

商工費、農林水産業費、議会費など

性質別歳出の内訳
（行政性質別の分類）

＜扶助費＞

生活保護など社会保障制度の一環としての経費

＜人件費＞

職員の給与や、議員・各種委員に対する報酬など

＜物件費＞

消耗品費・光熱水費などの物財調達のための経費

＜繰出金＞

他会計に支出する経費

＜公債費＞

借入金の返済などに充てる経費

＜投資的経費＞

道路・公園・学校などを整備する経費

＜その他＞

その他の支出

扶助費
30,588

（32.1%）

人件費
18,683

（19.6%）

繰出金
9,276

（9.7%）

投資的経費

7,967（8.3%）

公債費
8,720

（9.1%）

物件費
10,604

（11.1%）

その他
9,619

（10.1%）

令 和 元 年 度 予 算 の 執 行 状 況 （繰越額を含む）

※平成31年1月１日現在の人口

254,416人で計算

市有財産の状況 市債の状況

一時借入金の状況

特
別
会
計

企
業
会
計

412.1 億円

206.0 億円

118.6 億円

87.3 億円

79.0 億円

47.0 億円

87.8 億円

279.8 億円

103.8 億円

0.0 億円

55.5 億円

4.6 億円

26.5 億円

31.5 億円

市税

国庫支出金

市債

地方交付税

県支出金

地方消費税交付金

その他

484.4 億円

126.4 億円

95.7 億円

96.6 億円

87.1 億円

77.5 億円

70.1 億円

241.4 億円

40.2 億円

44.7 億円

49.0 億円

43.3 億円

36.4 億円

34.8 億円

民 生 費

土 木 費

教 育 費

衛 生 費

公 債 費

総 務 費

そ の 他

建物

820,481㎡

土地

4,878,479㎡

基金

14,196百万円

有価証券

1,033百万円

（ 歳入予算額 ： 収入済額 ）
歳入予算額 1,037.8億円 ： 収入済額 501.7億円

200億円 400億円100億円 300億円

100億円 200億円 300億円 400億円

１ 市民サービスの状況

（一般会計歳出総額 ９５，４５７百万円）

２ 市税負担の状況

（市税総額 ４１，１８７百万円）

３ 市債残高

（一般会計市債総額 ９９，０２９百万円）

都市計画税は、街路や下水道の整備など、都市計画

事業に要する経費の一部として活用されています。

（ 歳出予算額 ： 支出済額 ）
歳出予算額 1,037.8億円 ： 支出済額 489.8億円

単位：百万円

3,039 83 208 2,748 2,701 88.9%

街路事業 122 11 93 18 18 14.8%

下水道事業 2,285 72 115 2,098 2,062 90.2%

市債償還 632 0 0 632 621 98.3%

＊市債償還 ・ ・ ・ ・都市計画事業に係るもの ＊下水道事業 ・ ・ ・下水道建設等、一般会計からの繰出金

都市計画事業　合計

事業名 決算額

財　　源　　内　　訳

国 ・県
支出金

市債
そ の 他
一般財源等

うち
都市計画税

決算額に
対する
充当率

下水道事業
76.3%

市債償還
23.0%

街路事業 0.7%

○ 財政構造改善の基本的取組み

「トクシィ」

○ 目標値

500億円

基金に依存しない

財政運営
将来負担の抑制財政硬直化の軽減

目標項目 現状値（計画策定時） 現状値（平成30年度決算） 令和３年度目標

財政調整基金及び
減債基金残高

標準財政規模の11.7％
（平成28年度末残高63億円）

標準財政規模の10.7％
（平成30年度末残高58億円）

標準財政規模の12％以上

経常収支比率
９６．８％

（平成28年度決算）

９６．１％
（参考：平成30年度類似団体決算

調査値（速報値）平均　93.6％）
類似団体平均以下

実質公債費比率
６．５％

（平成28年度決算）

６．５％
（参考：平成30年度類似団体決算

調査値（速報値）平均　4.0％）
類似団体平均以下

※標準財政規模 ・・・ 地方自治体の通常的な状態で通常収入されると見込まれる経常的な一般財源の規模を示します
※平成30年度類似団体決算調査値（経常収支比率及び実質公債費比率）は速報値によるものです


